
時間外労働の上限規制
“お悩み解決” ハンドブック

中小企業は
2020年

４月から適用

分分かかららなないい･･････
どどううししよようう･･････

そそうういいううここととかか！！
準準備備ししててみみよようう

解解決決ででききたた！！
間間にに合合っったた！！

「働き方改革」の秘訣をまとめました！

中小企業の事業主の皆さまへ

（2021.3）



「働き方改革」の基本的な考え方

中小企業・小規模事業者の働き方改革

「働き方改革」は、働く方々が、個々の事情に応じた多様で柔軟な働き方を、
自分で「選択」できるようにするための改革です。

⽇本が直⾯する「少⼦⾼齢化に伴う⽣産年齢⼈⼝の減少」、「働き⼿のニーズ
の多様化」などの課題に対応するためには、投資やイノベーションによる⽣産
性の向上や、就業機会の拡⼤、意欲・能⼒を存分に発揮できる環境をつくるこ
とが不可⽋です。

働く方の置かれた事情に応じて、多様な働き方を選択できる社会を実現するこ
とで、成⻑と分配の好循環を構築し、働く⼈⼀⼈ひとりが、より良い将来の展
望を持てるようにすることを目指します。

「働き方改革」は、⽇本国内雇用の約７割を担う中小企業・小規模事業者に
おいて、着実に実施することが必要です。
魅⼒ある職場とすることで、⼈⼿不⾜の解消にもつながります。

職場環境の改善などの「魅⼒ある職場づくり」が⼈⼿不⾜解消につなが
ることから、⼈⼿不⾜感が強い中小企業・小規模事業者においては、⽣
産性の向上に加え「働き方改革」による魅⼒ある職場づくりが重要です。

改革に取り組むに当たっては、「意識の共有がされやすい」など、中小
企業・小規模事業者だからこその強みもあります。

「魅⼒ある職場づくり」→「⼈材の確保」→「業績の向上」→「利益
増」・「従業員への還元」の好循環をつくるため、「働き方改革」を進
めてより魅⼒ある職場をつくりましょう！
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このハンドブックをご利用される皆さまへ
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労働者が 法律の上限を超える時間（※） 働く場合には、
あらかじめ「時間外・休⽇労働に関する協定（36協
定）」が必要です。
2020年４⽉から、36協定で定めることができる時間外
労働時間に制限（時間外労働の上限規制）ができました。

さらに詳しく知りたい方はこちら

時間外労働の上限規制の具体的な内容

法定労働時間
１⽇８時間
１週40時間

法律による上限
(特別条項/年６か月まで)
年720時間
複数⽉平均80時間＊
⽉100時間未満＊ ＊休⽇労働を含む法律による上限

（限度時間の原則）
⽉45時間
年360時間

※１年単位の変形
労働時間制の場合
月42時間、年320時間

♦以下の事業・業務は、2024年３⽉31⽇
まで上限規制の適用が猶予されます。

・建設事業 ・自動⾞運転の業務
・医師
・⿅児島・沖縄砂糖製造業（複数⽉平均80時間

以内、⽉100時間未満のみが猶予の対象となります。）

♦新技術・新商品などの研究開発業務に
ついては、上限規制の適用が除外され
ています。

ポイント

原則 …１週:40時間､１日:８時間
例外※ …１週:44時間､１日:８時間
※労働者10人未満の商業、映画・演劇業（映画の製作

の事業を除く）、保健衛生業、接客娯楽業
過半数組合や過半数代表者と
時間外労働の上限規制の範囲
内で36協定を締結し、所轄の
労働基準監督署に届け出る必
要があります。

労働時間の上限（法定労働時間）

毎週１回または４週を通じて４日以上
（午前０時〜午後12時の１暦日の休み）

休日の最低基準（法定休日）

（※）法律の上限を超える時間 とは

特に新しい対応はありません。超えない

超える

うちは今までも36協定を結
んでいたけど、「月45時間」
「年360時間」までと定めてい
るから、今すぐ見直す必要
はないんだね。

時間外労働の上限規制って何？
ウチの会社も⾒直す必要がある？

時間外労働の上限規制に関する
解説用パンフレットをご用意しています。



臨時的に限度時間を超えて労働させる必要がある場合の事由については、できる限
り具体的に定めなければなりません。「業務の都合上必要な場合」「業務上やむを
得ない場合」など、恒常的な⻑時間労働を招くおそれがあるものは認められません。

「１⽇」「１か月」「１年」について、時間外労働の限度を定めてください。
Point

１
 「１⽇」「１か⽉」「１年」のそれぞれの時間外労働の限度を定める必要があります。

協定期間の「起算⽇」を定める必要があります。
Point

２２
 １年の上限について算定するために、協定期間の「起算⽇」を定める必要があります。

36協定の締結に当たって注意すべき４つのポイント

時間外労働と休⽇労働の合計は、月100時間未満、２〜６か月平均80時間
以内にすることを協定で定める必要があります。

Point

３３

 36協定では「１⽇」「１か⽉」「１年」の時間外労働の上限時間を定めます。この上限時間
内で労働をさせた場合であっても、実際の時間外労働と休⽇労働の合計が、⽉100時間以上
または２〜６か⽉平均80時間超となった場合には、法違反となります。

 このため、時間外労働と休⽇労働の合計を⽉100時間未満、２〜６か⽉平均80時間以内とす
ることを、協定で定める必要があります。36協定届の新しい様式では、この点について労使
で合意したことを確認するためのチェックボックスが設けられています。

限度時間を超えて労働させることができるのは、「臨時的な特別の事情がある
場合」に限ります。

Point

４４
 限度時間（⽉45時間・年360時間）を超える時間外労働を⾏わせることができるのは、通常予
⾒することのできない業務量の⼤幅な増加など、臨時的な特別の事情がある場合に限ります。

（臨時的に必要がある場合の例）
・予算、決算業務 ・ボーナス商戦に伴う業務の繁忙 ・納期のひっ迫 ・⼤規模なクレームへの対応
・機械のトラブルへの対応

！

過半数代表者の選任
 36協定の締結を⾏う労働者の代表は、労働者（パートやアルバイトなども含む）
の過半数で組織する労働組合がない場合には、労働者の過半数を代表する方
（過半数代表者）が⾏う必要があります。

 過半数代表者の選任に当たっては、以下の点に留意する必要があります。
 管理監督者でないこと
 36協定を締結する⼈を選出することを明らかにした上で、投票・挙⼿などの
方法で選出する

 使用者の意向に基づいて選出された⼈でないこと（※）
（※）会社による指名や、社員親睦会の代表が自動的に選出されることなどは不適切な選出

となります。

 使用者は過半数代表者が協定締結に関する事務を円滑に遂⾏できるよう、必要な配慮（※）を⾏わ
なければなりません。
（※）事務機器（イントラネットや社内メールも含む）や事務スペースの提供など
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36協定届の
チェックボックス
にチェックする
必要があります。



労
働
時
間
の
延
⻑
及
び
休
⽇
の
労
働
は
必
要
最
小
限
に
と
ど
め
ら
れ
る
べ
き
で
あ
り
、
労
使

当
事
者
は
こ
の
こ
と
に
⼗
分
留
意
し
た
上
で
協
定
す
る
よ
う
に
し
て
く
だ
さ
い
。
な
お
、
使

用
者
は
協
定
し
た
時
間
数
の
範
囲
内
で
労
働
さ
せ
た
場
合
で
あ
っ
て
も
、
労
働
契
約
法
第
５

条
に
基
づ
く
安
全
配
慮
義
務
を
負
い
ま
す
。

表
面

36
協
定
届
の
記
載
例
（
限
度
時
間
を
超
え
な
い
場
合
）

（
様
式
第
９
号
（
第
16
条
第
１
項
関
係
）
）

ー６ー
３
６
協
定
で
締
結
し
た
内
容
を
協
定
届
（
本
様
式
）
に
転
記
し
て
届
け
出
て
く
だ
さ
い
。

◆
３
６
協
定
の
届
出
は
電
⼦
申
請
で
も
⾏
う
こ
と
が
で
き
ま
す
。

３
６
協
定
届
（
本
様
式
）
を
用
い
て
３
６
協
定
を
締
結
す
る
こ
と
も
で
き
ま
す
。

◆
（
任
意
）
の
欄
は
、
記
載
し
な
く
て
も
構
い
ま
せ
ん
。

そ
の
場
合
に
は
、
記
名
押
印
又
は
署
名
な
ど
労
使
双
方
の
合
意
が
あ
る
こ
と
が
明
ら
か
と
な
る
よ
う
な
方
法
に
よ
り
締
結
す
る
こ
と
が
必
要
で
す
。
必
要
事
項
の
記
載
が
あ
れ
ば
、
協
定
届
様
式
以
外
の
形
式
で
も
届
出
で
き
ま
す
。

事
業
場
（
工
場
、
支
店
、
営
業
所

等
）
ご
と
に
協
定
し
て
く
だ
さ
い
。

労
働
保
険
番
号
・

法
⼈
番
号
を
記
載

し
て
く
だ
さ
い
。

こ
の
協
定
が
有
効
と

な
る
期
間
を
定
め
て

く
だ
さ
い
。
１
年
間

と
す
る
こ
と
が
望
ま

し
い
で
す
。

業
務
の
範
囲
を
細
分
化
し
、

明
確
に
定
め
て
く
だ
さ
い
。

事
由
は
具
体
的
に

定
め
て
く
だ
さ
い
。

対
象
期
間
が
３

か
⽉
を
超
え
る

１
年
単
位
の
変

形
労
働
時
間
制

が
適
用
さ
れ
る

労
働
者
に
つ
い

て
は
、
②
の
欄

に
記
載
し
て
く

だ
さ
い
。

１
年
間
の
上
限
時

間
を
計
算
す
る
際

の
起
算
⽇
を
記
載

し
て
く
だ
さ
い
。

そ
の
１
年
間
に
お

い
て
は
協
定
の
有

効
期
間
に
か
か
わ

ら
ず
、
起
算
⽇
は

同
⼀
の
⽇
で
あ
る

必
要
が
あ
り
ま
す
。

１
年
の
法
定
労
働
時
間
を
超
え
る
時
間

数
を
定
め
て
く
だ
さ
い
。
①
は
36
0時

間
以
内
、
②
は
32
0時

間
以
内
で
す
。

時
間
外
労
働
と
法

定
休
⽇
労
働
を
合

計
し
た
時
間
数
は
、

⽉
10
0時

間
未
満
、

２
〜
６
か
⽉
平
均

80
時
間
以
内
で

な
け
れ
ば
い
け
ま

せ
ん
。
こ
れ
を
労

使
で
確
認
の
上
、

必
ず
チ
ェ
ッ
ク
を

入
れ
て
く
だ
さ
い
。

チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク

ス
に
チ
ェ
ッ
ク
が

な
い
場
合
に
は
、

有
効
な
協
定
届
と

は
な
り
ま
せ
ん
。

金金
属属

製製
品品
製製
造造

業業
○○

○○
金金

属属
工工

業業
株株

式式
会会

社社
○○

○○
工工

場場
○○

○○
○○

○○
○○

○○
○○

○○
○○

市市
○○

○○
町町

１１
－－

２２
－－

３３
○○

○○
○○

○○
○○

○○
○○

○○
○○

○○
○○

○○
○○

○○
○○
年年
４４
月月

１１
日日

かか
らら
１１
年年

間間

○○
○○

○○
○○
年年
４４
月月
１１
日日

受受
注注

のの
集集
中中

月月
末末

のの
決決
算算
事事
務務

設設
計計

製製
品品

不不
具具

合合
へへ
のの
対対
応応

機機
械械

組組
立立

経経
理理

臨臨
時時

のの
受受

注注
、、
納納

期期
変変

更更

検検
査査

棚棚
卸卸

購購
買買

１１
００
人人

１１
００
人人

２２
００
人人

５５
人人

５５
人人

３３
時時

間間

２２
時時

間間

２２
時時

間間

３３
時時

間間

３３
時時

間間

３３
００
時時

間間

１１
５５
時時

間間

１１
５５
時時

間間

２２
００
時時

間間

２２
００
時時

間間

２２
５５
００
時時

間間

１１
５５
００
時時

間間

１１
５５
００
時時

間間

２２
００
００
時時

間間

２２
００
００
時時

間間

○○
○○

○○
○○

３３
１１
２２

○○
○○

○○
○○

３３
１１
５５

投投
票票

にに
よよ
るる
選選
挙挙

検検
査査

課課
主主
任任

山山
田田

花花
子子

工工
場場

長長
田田

中中
太太

郎郎

管
理
監
督
者
は
労
働
者
代
表

に
は
な
れ
ま
せ
ん
。

受受
注注

のの
集集
中中

設設
計計

臨臨
時時

のの
受受

注注
、、
納納

期期
変変

更更
機機

械械
組組

立立
１１
００
人人

２２
００
人人

１１
かか

月月
にに
１１
日日

１１
かか

月月
にに
１１
日日

８８
：：
３３
００
～～

１１
７７
：：
３３
００

８８
：：
３３
００
～～

１１
７７
：：
３３
００

○○
○○

土土
日日

祝祝
日日

土土
日日

祝祝
日日

協
定
書
を
兼
ね
る
場
合
に
は
、
労
働
者
代
表

の
署
名
又
は
記
名
・
押
印
な
ど
が
必
要
で
す
。

３３
７７
００
時時

間間

２２
７７
００
時時

間間

２２
７７
００
時時

間間

３３
２２
００
時時

間間

３３
２２
００
時時

間間

４４
００
時時

間間

２２
５５
時時

間間

２２
５５
時時

間間

３３
００
時時

間間

３３
００
時時

間間

３３
．．
５５
時時

間間

２２
．．
５５
時時

間間

２２
．．
５５
時時

間間

３３
．．
５５
時時

間間

３３
．．
５５
時時

間間

７７
．．
５５
時時

間間

７７
．．
５５
時時

間間

７７
．．
５５
時時

間間

７７
．．
５５
時時

間間

７７
．．
５５
時時

間間

１
⽇
の
法
定
労
働
時
間
を
超
え
る

時
間
数
を
定
め
て
く
だ
さ
い
。

１
か
⽉
の
法
定
労
働
時
間
を
超
え
る
時

間
数
を
定
め
て
く
だ
さ
い
。
①
は
45

時
間
以
内
、
②
は
42
時
間
以
内
で
す
。

労
働
者
の
過
半
数
で

組
織
す
る
労
働
組
合

が
無
い
場
合
に
は
、

３
６
協
定
の
締
結
を

す
る
者
を
選
ぶ
こ
と

を
明
確
に
し
た
上
で
、

投
票
・
挙
⼿
等
の
方

法
で
労
働
者
の
過
半

数
代
表
者
を
選
出
し
、

選
出
方
法
を
記
載
し

て
く
だ
さ
い
。

使
用
者
に
よ
る
指
名

や
、
使
用
者
の
意
向

に
基
づ
く
選
出
は
認

め
ら
れ
ま
せ
ん
。

チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス

に
チ
ェ
ッ
ク
が
な
い

場
合
に
は
、
形
式
上

の
要
件
に
適
合
し
て

い
る
協
定
届
と
は
な

り
ま
せ
ん
。

協
定
書
を
兼
ね
る
場
合
に
は
、
使
用
者
の

署
名
又
は
記
名
・
押
印
な
ど
が
必
要
で
す
。



ー７ー
臨
時
的
に
限
度
時
間
を
超
え
て
労
働
さ
せ
る
場
合
に
は
様
式
第
９
号
の
２
の
協
定
届
の
届
出
が
必
要
で
す
。


様
式
第
９
号
の
２
は
、
✔
限
度
時
間
内
の
時
間
外
労
働
に
つ
い
て
の
届
出
書
（
１
枚
目
）
と
、
✔
限
度
時
間
を
超
え
る
時
間
外
労
働
に
つ
い
て
の
届
出
書
（
２
枚
目
）
の
２
枚
の
記
載
が
必
要
で
す
。


１
枚
目
の
記
載
に
つ
い
て
は
、
前
ペ
ー
ジ
の
記
載
例
を
参
照
く
だ
さ
い
。

限
度
時
間
を
超
え
る
場
合
の
36
協
定
届
の
記
載
例
（
特
別
条
項
）

（
様
式
第
９
号
の
２
（
第
16
条
第
１
項
関
係
）
）

臨
時
的
な
特
別
の
事
情
が
な
け
れ
ば
、
限
度
時
間
（
⽉
45
時
間
又
は
42
時
間
・
年

36
0時

間
又
は
32
0時

間
）
を
超
え
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

限
度
時
間
を
超
え
て
労
働
さ
せ
る
必
要
が
あ
る
場
合
で
も
、
時
間
外
労
働
は
限
度

時
間
に
で
き
る
限
り
近
づ
け
る
よ
う
に
努
め
て
く
だ
さ
い
。

１
年
間
の
上
限
時
間

を
計
算
す
る
際
の
起

算
⽇
を
記
載
し
て
く

だ
さ
い
。
そ
の
１
年

間
に
お
い
て
は
協
定

の
有
効
期
間
に
か
か

わ
ら
ず
、
起
算
⽇
は

同
⼀
の
⽇
で
あ
る
必

要
が
あ
り
ま
す
。

時
間
外
労
働
と
法
定
休

⽇
労
働
を
合
計
し
た
時

間
数
は
、
⽉
10
0時

間
未
満
、
２
〜
６
か
⽉
平

均
80
時
間
以
内
で
な

け
れ
ば
い
け
ま
せ
ん
。

こ
れ
を
労
使
で
確
認
の

上
、
必
ず
チ
ェ
ッ
ク
を

入
れ
て
く
だ
さ
い
。

チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
に

チ
ェ
ッ
ク
が
な
い
場
合

に
は
、
有
効
な
協
定
届

と
は
な
り
ま
せ
ん
。

○○
○○

○○
○○
年年
４４
月月
１１
日日

突突
発発

的的
なな
仕仕

様様
変変
更更

設設
計計

検検
査査

機機
械械

組組
立立

１１
００
人人

１１
００
人人

２２
００
人人

６６
００
時時

間間

６６
００
時時

間間

５５
５５
時時

間間

５５
５５
００
時時

間間

５５
００
００
時時

間間

４４
５５
００
時時

間間

○○
○○

○○
○○

３３
１１
２２

○○
○○

○○
○○

３３
１１
５５

投投
票票

にに
よよ
るる
選選
挙挙

検検
査査

課課
主主
任任

山山
田田

花花
子子

工工
場場

長長

田田
中中

太太
郎郎

機機
械械

トト
ララ
ブブ
ルル

へへ
のの

対対
応応

製製
品品

トト
ララ
ブブ
ルル

・・
大大

規規
模模
なな
クク
レレ
ーー
ムム
へへ

のの
対対

応応

４４
回回

３３
回回

３３
回回

３３
５５
％％

３３
５５
％％

３３
５５
％％

①①
、、
③③

、、
⑩⑩

対対
象象

労労
働働

者者
へへ
のの
医医

師師
にに
よよ
るる
面面

接接
指指

導導
のの

実実
施施

、、
対対

象象
労労

働働
者者

にに
１１
１１
時時

間間
のの
勤勤
務務

間間
イイ
ンン
タタ
ーー
ババ

ルル
をを
設設

定定
、、

職職
場場

でで
のの

時時
短短

対対
策策
会会

議議
のの
開開

催催

労労
働働

者者
代代

表表
者者

にに
対対

すす
るる
事事

前前
申申

しし
入入

れれ

○○
○○

３３
５５
％％

３３
５５
％％

３３
５５
％％

６６
時時

間間

６６
時時

間間

６６
時時

間間

６６
．．
５５
時時

間間

６６
．．
５５
時時

間間

６６
．．
５５
時時

間間

７７
００
時時

間間

７７
００
時時

間間

６６
５５
時時

間間

６６
７７
００
時時

間間

６６
２２
００
時時

間間

５５
７７
００
時時

間間

様
式
９
号
の
２
の
届
出
を
す
る
場
合
に
は
、
２
枚
目

に
労
働
者
代
表
者
名
お
よ
び
選
出
方
法
、
使
用
者
代

表
者
名
の
記
入
を
し
て
く
だ
さ
い
。

2枚
目

表
面

限
度
時
間
を

超
え
た
労
働

者
に
対
し
、

以
下
の
い
ず

れ
か
の
健
康

確
保
措
置
を

講
ず
る
こ
と

を
定
め
て
く

だ
さ
い
。
該

当
す
る
番
号

を
記
入
し
、

右
欄
に
具
体

的
内
容
を
記

載
し
て
く
だ

さ
い
。

業
務
の
範
囲
を
細

分
化
し
、
明
確
に

定
め
て
く
だ
さ
い
。

事
由
は
⼀
時
的
又
は
突
発
的
に
時
間
外
労
働
を
⾏

わ
せ
る
必
要
の
あ
る
も
の
に
限
り
、
で
き
る
限
り

具
体
的
に
定
め
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

「
業
務
の
都
合
上
必
要
な
と
き
」
「
業
務
上
や
む

を
得
な
い
と
き
」
な
ど
恒
常
的
な
⻑
時
間
労
働
を

招
く
お
そ
れ
が
あ
る
も
の
は
認
め
ら
れ
ま
せ
ん
。

⽉
の
時
間
外
労
働
の
限

度
時
間
（
⽉
45
時
間
又

は
42
時
間
）
を
超
え
て

労
働
さ
せ
る
回
数
を
定

め
て
く
だ
さ
い
。
年
６

回
以
内
に
限
り
ま
す
。

限
度
時
間
（
⽉
45
時
間
又
は
42

時
間
）
を
超
え
て
労
働
さ
せ
る
場

合
の
、
１
か
⽉
の
時
間
外
労
働
と

休
⽇
労
働
の
合
計
の
時
間
数
を
定

め
て
く
だ
さ
い
。
月
10
0時

間
未

満
に
限
り
ま
す
。

な
お
、
こ
の
時
間
数
を
満
た
し
て

い
て
も
、
２
〜
６
か
月
平
均
で
月

80
時
間
を
超
え
て
は
い
け
ま
せ
ん
。

限
度
時
間
（
年
36
0

時
間
又
は
32
0時

間
）
を
超
え
て
労
働

さ
せ
る
１
年
の
時
間

外
労
働
（
休
⽇
労
働

は
含
み
ま
せ
ん
）
の

時
間
数
を
定
め
て
く

だ
さ
い
。
年
72
0時

間
以
内
に
限
り
ま
す
。

限
度
時
間
を
超
え
て
時

間
外
労
働
を
さ
せ
る
場

合
の
割
増
賃
⾦
率
を
定

め
て
く
だ
さ
い
。

こ
の
場
合
、
法
定
の
割

増
率
（
25
%
）
を
超
え

る
割
増
率
と
な
る
よ
う

努
め
て
く
だ
さ
い
。

限
度
時
間
を
超
え

て
労
働
さ
せ
る
場

合
に
と
る
⼿
続
に

つ
い
て
定
め
て
く

だ
さ
い
。

限
度
時
間
を
超
え
て
時

間
外
労
働
を
さ
せ
る
場

合
の
割
増
賃
⾦
率
を
定

め
て
く
だ
さ
い
。

こ
の
場
合
、
法
定
の
割

増
率
（
25
%
）
を
超

え
る
割
増
率
と
な
る
よ

う
努
め
て
く
だ
さ
い
。

①
医
師
に
よ
る
⾯
接
指
導

②
深
夜
業
（
22
時
〜
５
時
）
の
回
数
制
限

③
終
業
か
ら
始
業
ま
で
の
休
息
時
間
の
確
保
（
勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル
）
④
代
償
休
⽇
・
特
別
な
休
暇
の
付
与

⑤
健
康
診
断

⑥
連
続
休
暇
の
取
得

⑦
心
と
か
ら
だ
の
相
談
窓
⼝
の
設
置

⑧
配
置
転
換

⑨
産
業
医
等
に
よ
る
助
言
・
指
導
や
保
健
指
導

⑩
そ
の
他

（
健
康
確
保
措
置
）

労
働
者
の
過
半
数
で
組
織

す
る
労
働
組
合
が
無
い
場

合
に
は
、
３
６
協
定
の
締

結
を
す
る
者
を
選
ぶ
こ
と

を
明
確
に
し
た
上
で
、
投

票
・
挙
⼿
等
の
方
法
で
労

働
者
の
過
半
数
代
表
者
を

選
出
し
、
選
出
方
法
を
記

載
し
て
く
だ
さ
い
。

使
用
者
に
よ
る
指
名
や
、

使
用
者
の
意
向
に
基
づ
く

選
出
は
認
め
ら
れ
ま
せ
ん
。

チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
に

チ
ェ
ッ
ク
が
な
い
場
合
に

は
、
形
式
上
の
要
件
に
適

合
し
て
い
る
協
定
届
と
は

な
り
ま
せ
ん
。



１日の所定労働時間が短縮できる場合
例：⽉〜⾦が７時間20分、

土が３時間20分

１か月単位の
変形労働時間制

１年単位の
変形労働時間制

１週間単位の
変形労働時間制

（規模30人未満の小売業、旅館、
料理・飲⾷店に限る）

フレックスタイム制

通常の労働時間
週40時間、
１日８時間

労働時間の短縮に効果的と
思われる労働時間制度

小さい
業
務
の
繁
閑
が

直前にならないとわからない場合

１週間に休日が２日程度確保できる場合

⽉初・⽉末・特定週などに業務が忙しい場合

特定の季節（夏季・冬季など）、特定の⽉
などに業務が忙しい場合

始業･終業の時刻を労働者に自由に選択させることができる場合

業

務

の

実

態

大きい

11かか月月単単位位のの変変形形
労労働働時時間間制制

11年年単単位位のの変変形形
労労働働時時間間制制

11週週間間単単位位のの変変形形
労労働働時時間間制制

フフレレッッククススタタイイムム制制

労使協定の締結
○

※就業規則への
定めでも可

○ ○ ○

労使協定届出 ○ ○ ○
○

※清算期間が１か月
以内の場合は不要

特定の事業・規模のみ － －

○
労働者数30人未満の
小売業、旅館、料理・

飲食店

－

休日の付与
週1日または4週

4日の休日

週1日
※連続労働日数の
上限は原則6日

週1日または4週
4日の休日

週1日または4週
4日の休日

労働時間の上限 －
1日10時間
1週52時間

1日10時間 －

1週平均の労働時間
40時間

※特例措置対象
事業は44時間

40時間 40時間

40時間
※清算期間が1か月
以内で特例措置対象

事業は44時間

あらかじめ時間・日を
明記

○ ○ － －

上限規制を守りながら労働時間も
しっかり確保したい。何かいい方法はある？

ー8ー

あなたの会社の働き方に合った、労働時間の短縮に
効果的と思われる労働時間制度を確認してみましょう。ポイント



労働時間制度 内 容

通常の労働時間制度

１⽇の労働時間を８時間以内、１週間の労働時間を40時間以内とするもので
す。

※⼟曜⽇を半⽇勤務とする制度（例：⽉〜⾦が７時間20分、⼟が３時間20分）の
採用も可能です。

※特例措置対象事業場（労働者10⼈未満の ①商業、②映画・演劇業（映画の製作
の事業を除く）、③保健衛⽣業、④接客娯楽業）については、１⽇の労働時間は
８時間以内、１週間の労働時間は44時間以内と定めています。

変形労働時間制等
繁忙期の所定労働時間を⻑くする代わりに、閑散期の所定労働時間を短くす
るといったように、業務の繁閑や特殊性に応じて、労使が工夫しながら労働
時間の配分などを⾏い、これによって全体の労働時間の短縮を図ろうとする
ものです。

１か⽉単位
１か⽉以内の⼀定期間を平均し、１週間当たりの労働時間が40時間（特例措
置対象事業場は44時間）以下の範囲内において、１⽇および１週間の法定労
働時間を超えて労働させることができる制度です。

１年単位
労使協定を締結すれば、１年以内の⼀定の期間を平均し１週間の労働時間が
40時間以下（特例措置対象事業場も同じ）の範囲内において、１⽇および１
週間の法定労働時間を超えて労働させることができる制度です。（年間の労
働⽇数や労働時間の上限があります）

１週間単位 規模が30⼈未満の小売業、旅館、料理・飲⾷店の事業に限り、労使協定で、
毎⽇の労働時間を１週間単位で弾⼒的に定めることができる制度です。

フレックス
タイム制

３か⽉以内の⼀定期間の総労働時間を定めておき、労働者がその範囲内で各
⽇の始業および終業の時刻を選択して働く制度です。

事業場外みなし
労働時間制

労働者が事業場外で労働し、労働時間の算定が困難な場合には、所定労働時
間または当該業務の遂⾏に通常必要とされる時間労働したものとみなされる
制度です。

裁量労働制
研究開発などの業務や事業の運営に関する事項についての企画、⽴案などの
業務について、その性質上、業務の遂⾏の方法や時間の配分などに関し、使
用者が具体的な指示をしないことを労使協定や労使委員会の決議で定めた場
合、当該労使協定や決議で定めた時間労働したものとみなす制度です。

専門業務型
対象業務（新商品、新技術の研究開発の業務など19種）について、業務の遂
⾏⼿段、時間配分の決定などに関し具体的な指示をすることが困難な業務の
場合に導入できます。

企画業務型
対象業務（事業の運営に関する事項についての企画、⽴案、調査、分析の業
務であって、業務の性質上、その遂⾏の方法を⼤幅に労働者の裁量に委ねる
必要があるもの）について、業務の遂⾏の⼿段および時間配分の決定などに
関し、具体的な指示をしないこととする業務の場合に導入できます。

労働時間制度の⼀覧
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